
視察研修報告書 

令和 6 年 1 月１８日（木）から１９日（金）まで、総務建設常任委員会視察研修のため、

群馬県高崎市、藤岡市での研修に参加しましたので、その内容について報告します。 

 

粕屋町議会議長 小池 弘基 様 

令和 6 年２月３日 

総務建設常任委員会 

田代 勘 

 

研修内容の報告 

 

群馬県高崎市は、高速道の関越道、上信越道、北関東道の分岐点であり、国道は 5 路線を

有している。鉄道においても、上越、北陸新幹線の分岐点。また在来線についても高崎駅を

起点に東西南北に鉄道網でつながっており、北関東の交通の要衝である。新幹線と直結した

都市機能の集積により、ビジネス規模は県内最大となっており、都市部には商業施設が立ち

並び、幹線道路沿いでは、産業団地等の造成が進められており、ビジネス拠点性の高まりに

伴い、大手企業が支店や営業所を展開している。 

平成１８年に５町村と、平成２１年に１町と合併し、３７万人を超え、県内最大の都市と

なり、平成２３年には中核市へと移行したが、現在は３７万人を割っている。 

 

高崎市は、令和３年 3 月より県の指導により、ガイドラインに沿って見直し作業を進め

ている。都市計画道路見直し方針スケジュールとして、第１段階 将来都市像の整理、第 2

段階 検証対象路線の整理、第 3 段階 路線の必要性の検証、第４段階 路線の実現性の

検証、第 5 段階 総合評価、第 6 段階 道路ネットワークの検証、第 7 段階 見直し方針

の作成（廃止、変更、存続）した上で、都市計画審議会に図る形となっている。 

令和 4 年度時点で第 3 段階途中であり、令和５年度は第 6 段階を行っている最中で、令

和 6 年までに第 7 段階まで行う予定で、３年計画で動いている。令和 4 年から街路交通調

査補助金を活用、補助率 1/3、市予算５１０万円、3 カ年で約１，５００万円を想定、令和

５年度も１７０万円の補助金を予定でしたが、半額となり職員直営で検証している。第 6 段

階の道路ネットワーク検証については、平成４７年を見据えた交通量を出す特殊なソフト

を使用するため、市独自ではできないので補助金が必要であり、コンサルタント委託にする

こと、到底１，５００万円の予算ではできないとのこと。 

市の都市計画道路は、昭和１１年に駅周辺に 11 路線都市計画決定され、以後高度経済成

長、市街化の拡大、合併による市域の拡大や交通量の増など、１３２路線、３１４，５㎞都

市計画決定されている。 



令和４年 8 月現在、整備済１５７，６㎞（５０％）、事業中２５，７㎞、（８％）、未整備

１３１，２㎞（４２％）、市中心部は整備済が多く、周辺地域、合併前の町村や山間部は整

備が遅れている。また１３２路線中、７１路線が未整備であり、特に都市計画決定の時期が

古い方は未整備が多く、新しく決定された方は整備が進んでいる。 

都市計画道路の多くは都市計画決定から２０年以上が経過しているが、都市計画決定当

時から人口減少、少子高齢化、市街地拡大の鈍化や公共事業投資の減少など社会情勢の変化

にともない、必要性を改めて検証、新たな道路ネットワークを構築する必要があり、見直し

を進めていこうということ。また「高崎市都市計画道路見直し方針」については、県のガイ

ドラインに沿っているが、県のガイドラインには、未改良区間を含む全ての幹線街路を見直

し対象としているが、高崎市では、幹線街路（６７路線）だけでなく、区画街路（２路線）、

特殊街路（２路線）計７１路線、未改良区間を含む全ての都市計画道路の見直しを進めてい

る。 

ガイドラインでは、原則未改良区間ごとに評価。例えば交差点で特性が変わる場合は、区

間を細分化など、整備状況やネットワークの状況を勘案し、７１路線を１２３区間に分割し

て、見直しを図っている。また道路に求められる機能に基づく検証として、都市計画学会の

都市計画マニュアルを基に、道路機能を大きく３つの柱に区分し、交通機能 4 項目、空間機

能 6 項目、市街地形成機能 3 項目を細分化し、市民の声アンケートを実施、６０００人（全

体の２％）を対象に無作為に抽出、回答率約束５０％。道路計画の質問では、「自転車の安

全な通行空間の確保」「安全な歩道の整備」「自動車の安全な走行」が上位を占めており、安

全対策に対しての道路機能が求められている。また都市整備部局の職員、都市計画審議会の

委員にもアンケートを実施。市民と同様な回答であったとのこと。 

今後の予定としては、令和５年は第 3 段階の路線の必要性の検証として、道路機能、代替

路線の検証。第４段階の路線の実現性の検証として、地形地物との整合性、概算事業費など。

第 5 段階の総合評価として、どの路線を廃止候補にするのか、幅員の変更、ネットワーク上

の路線の必要性など仕訳をしているとのこと。 

第 6 段階の道路ネットワークの検証として、業務発注しているところ。県と協議し、ある

程度方向性が見えてきたところで、令和 6 年以降再度、道路ネットワークを検証し、第 7 段

階の見直し方針の策定。その後、住民への情報提供、住民への意見聴取、また都市計画審議

会の判断を仰ぐとのこと。 

高崎市では、ホームページにより現在策定中で限られた情報であるが、見直し対象路線に

ついては、順次アップしていく計画をしているとのこと。 

 

その他質疑応答 

・道路ネットワークの関係上、近隣自治体との調整、さらに県域を考慮すると県との協議や

調整が必要となり、また都市マスとの整合性が難しいなかで作業を進めている。 

・高崎市には４つの都市計画区域があり、合併前の他地域に比べ、吉井地域では都市計画税



を付加していたので、整備済の道路や都市計画施設である公園も多く、その関係性も検証

中である。 

・見直しを進めていく上で、県のガイドラインに 

基づいて進めている。最終的に出来上がるものが市の基本方針となるが、現段階では作成

途中なので、独自性を盛り込むのはこれから。 

・実現性の検証では、県のガイドラインのなかで、都市計画決定していれば必要な道路であ

り、地形地物との整合性や概算事業費を理由に、廃止する・しないは理由にならない。 

・道路ネットワークの検証については、予算上全てコンサルに委託ではないが、道路ネット

ワークシステムのプログラミングについては外注で対応。見直し予算のほとんどが道路

ネットワーク検証に使用。 

・都市計画税については、令和４年度決算額約３０億円、目的税として都市計画で使用、内

訳として主に下水道事業に使用。 

・都市計画道路で公拡法の届出があった場合は事業化が見えている段階であれば、積極的に

買収をする。都市計画税からの充当。 

 

 

 

群馬県藤岡市は、高崎市や埼玉県境に接し、南北軸である関越道と東西軸である上信越、 

北関東道により、高速道の十字軸が形成され、高速交通ネットワークの結束地点として、東

京方面からの群馬県の玄関口を担っている。令和６年１月１日現在、人口６２，２６１人、

平成７年７０，５２８人をピークに減少傾向である。 

 藤岡市では、平成２４年景観条例を制定し、市全域を「景観計画区域」として、世界文化

遺産として登録された高山社跡周辺を「重点景観計画区域」に位置付けている。 

 

藤岡市では、群馬県内でもいち早く見直し作業に取り組まれ、平成２２年には見直し済み

で 15 年経過している。 

都市計画道路の状況としては、２１路線５２．４８㎞、整備済区間２２．５４㎞、未着手

区間２５．１５㎞、整備率４２％となっている。 

見直し検証の対象路線は、都市計画区内２３路線５７．２７㎞で、見直し検証の実施時期

は平成２１、２２年度の２カ年で実施。 

見直し検証業務に要した費用（外部調査委託等）は６，１９５，０００円で、財源につい

ては当時の資料がないとのこと。 

検証の成果については、検証対象として１７路線を抽出し、都市計画決定から２０年以上、

未改良区域を含む路線、地形地物との不整合を有する路線、社会情勢の変化により見直しの

必要性が生じた路線を検証対象とした。抽出後、県のガイドラインに沿って検証を行ったと

のこと。 



第１段階で定量的評価８項目、第 2 段階で定性的評価 4 項目についての評価を行い、第 3

段階で定量的評価、定性的評価を踏まえ、存続、変更、廃止の観点から検討を行い、第４段

階では将来交通需要推計により、廃止、変更が将来の道路網に与える影響を検証。結果、社

会情勢などの変化とともに既存道路で交通機能が代替可能となった路線・区間や都市計画

決定当初の機能を失った３路線を変更および一部廃止、２路線を全線廃止にすることに至

ったとのこと。 

 

その他質疑応答 

・コンサルについては、全国的に展開している玉野総合コンサルタント、またはパスコに委

託。 

・代替に至った理由は、国道と並行した路線がどちらも都市計画道路であり、県境をまたぐ

国道の方が早くに整備されたため、市街地の中の外環道路には影響がないと判断した。 

もう一つの路線は、交通量調査推計の中でそれ程の交通量がないと判断。 

・見直しから 15 年経過しており、市議会議員から「また見直しを検討しても良いのでは」

という意見も出ている。次回見直しすることになれば、覚悟をもって着手しないといけな

い。廃止するとなれば沿線の住民に説明や意見を募っていくと２、３年ではできない。市

街化区域内の都市計画決定している道路も多く、意見集約するのもかなり難しい。15 年

経過しているので、前回の２路線の廃止と別の内容で、もう少し別な成果が出るような見

直し検証をしないといけないということで、見直しに着手できないのが現状。また住民に

対して十分な説明が必要で、これまで長期にわたり規制をかけて、いきなり廃止となると

丁寧に説明しないと納得してくれないと思う。 

・見直し検証の際、道路幅員変更はしていない。今後の見直しでは社会情勢や色々な要因を

含めて検証したい。 

・近隣自治体との協議や連携については、道路整備促進期成同盟会にて地元議員、県議会議

員や地元行政区長等の方々と、年に一度幹事会や総会で調整や要望活動を行っている。ま

た大きな幹線道路については、道路整備促進期成同盟会群馬県協議会にて国・県に路線の

整備促進や整備費の確保・拡充を強く求めている。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 



粕屋町の現状は、１４路線の都市計画道路があり、総延長３０．５１㎞、令和５年 8 月現 

在整備済１５．３４７㎞（５０．３％）、事業中２．２７㎞（７．４％）、未着手路線・区間

１２．８９３㎞（４２．３％） 福岡県都市計画道路の見直し検証手順書（ガイドライン）

に沿って、平成３０年から令和２年にかけて、未着手路線・区間の幹線街路６路線の検証を

行っている。６路線存続であり、また路線カルテの公表はしていない。 

 

次回の見直し検証の際には、同様な評価となる可能性もある。前回とは別の角度、視点か

ら、町独自の見直し検証も必要では。 

 長期間にわたり建築制限をかけ続けており、その先の対策、計画等の十分な説明が必要と

なるのでは。また存続ということで、事業決定を先延ばしにすることにより、財政面や補償

に関する協議、契約を多数の関係権利者と個別に行う必要があり、市街地においては土地・

建物の所有者や借地・借家やマンション等の関係権利者も多く、また事業の反対、隣接地と

の境界紛争、生活環境への不安や相続等の多種多様な問題もあり、将来的に事業の困難度が

増すことになり兼ねない。 

新聞で粕屋町の将来推計人口は、２０５０年に５２，６９０人、２０２０年と比較した人

口の増加率は九州で１位と予想されている。現在市制施行を目指している粕屋町では、企業

立地や移住支援事業等を推進しているが、合わせてその受け皿となる都市施設の整備も進

めていくことが必要では。 

将来的に都市施設の整備費として、都市計画税の導入についても議論していくことも必

要では。 


